





A Study on Community Inclusion:














































































































































Handicapped Children’s Parents Association）として活動が開始されたが、
その後、“Handicapped”という表現が不適切であるとの判断から、1994年















あるA.Hornerは「Leaving the Institution  −Social Support, Friendship 





























域社会内に、ただ存在している（being in the community）」こ









 　The important issue in this area is no longer deinstitutionalisation 
but the development of appropriate and effective services for people 
with disabilities living in the community.























































































































































































































関誌である“Community Moves”（March 2007, Volume 45, No.1）に“Big 
























































































（１ ）ノーマライゼーションの原則（The principle of normalisation）
 知的制約者は通常の生活に可能な限り近づいた形態での生活を送る
権利を有する。
（２ ）最も少ない制約付きの選択肢（The least restrictive alternative）
 知的制約者は自立のための最大レベルの進展を図り，自立生活を楽
しむことができる。





（５ ）選択権（The right to choose）
 知的制約者は彼らの必要を満たすためのもっとも良い居住施設，お
よび支援サービスを選択する権利を有する。


































































































そして現在、ニュージーランドでは「New Zealand is a non-disabling so-
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コミュニティ・インクルージョン研究
（尚絅学院大学名誉教授　本学教育学部非常勤講師）
ジーランドは英国領となり、マオリが有する土地や文化の継承が約束された。
しかし不平等条約であるとの論議が今なお絶えない。それでもワイタンギ条
約は多文化・多民族国家としてのアオテアロア/ニュージーランド（Aotearoa/
New Zealand）の国家ポリシーを象徴する条約として広く根づいている。
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